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議案第１号 

北広島市地域公共交通活性化協議会規約 

 

 （設置） 

第１条 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）第６条

第１項の規定に基づき、地域公共交通総合連携計画（以下「連携計画」という。）の

作成に関する協議及び当該連携計画の実施に係る連絡調整を行うため、北広島市地域

公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 （事務局の位置） 

第２条 協議会は、事務所を北広島市中央４丁目２番地１北広島市役所内に置く。 

 （所掌事務） 

第３条 協議会は、次に掲げる事務を行う。 

⑴ 連携計画の策定及び変更の協議に関すること。 

⑵ 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 （組織） 

第４条 協議会は、次に掲げる委員をもって組織する。 

 ⑴ 次に掲げる関係機関及び団体に属する者 

  ア 北広島市（イ・ウに掲げる機関を除く。） 

  イ 北広島市市民部 

  ウ 北広島市建設部 

  エ ジェイ・アール北海道バス株式会社 

  オ 北海道中央バス株式会社 

  カ 広島交通株式会社 

  キ 北海道開発局札幌開発建設部札幌道路事務所 

  ク 北海道開発局札幌開発建設部千歳道路事務所 

  ケ 札幌土木現業所千歳出張所 

  コ 北海道運輸局札幌運輸支局 

  サ 石狩支庁地域振興部地域政策課 

  シ 札幌方面厚別警察署 

  ス 北広島商工会 

  セ 北広島市社会福祉協議会 

  ソ 北広島市小中学校校長会 

  タ 北広島市ＰＴＡ連合会 

  チ 北広島市自治連合会及び連合自治会・連合町内会 

 ⑵ 地域公共交通の利用者 

 ⑶ 学識経験者 
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 （委員の任期） 

第５条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員のうち行政機関の職員である者の任

期は、当該行政機関の職にある期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 委員（第１項ただし書に規定する委員を除く。）が欠けた場合における補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （役員） 

第６条 協議会に、次に掲げる役員を置く。 

 ⑴ 会長 

 ⑵ 副会長 １人 

 ⑶ 監査委員 ２人 

 （会長） 

第７条 会長は、委員の互選によってこれを定める。 

２ 会長は、会務を統括し、協議会を代表する。 

 （副会長） 

第８条 副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

 （監査委員） 

第９条 監査委員は、委員のうちから会長が指名する。 

２ 監査委員は、協議会の出納を監査し、その結果を会長に報告する。 

 （協議会） 

第 10条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議を招集しようとするときは、あらかじめ次に掲げる事項を委員に通知

しなければならない。 

 ⑴ 開催日時 

 ⑵ 開催場所 

 ⑶ 会議に付議する事項 

 （協議会の運営） 

第 11条 会長は、会議の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、これを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 会議は、公開するものとする。ただし、公開することにより公正かつ円滑な議事の

運営に支障が生じると認めるときは、その一部又は全部を公開しない。 

５ 前各項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
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（作業部会） 

第 12 条 協議会は、第３条各号に掲げる事項について専門的な調査及び検討を行う必

要があるときは、作業部会を置くことができる。 

（経費の負担） 

第 13 条 協議会の運営に要する経費は、委員が属する関係機関及び団体の負担金、国

からの補助金、繰越金並びにその他の収入をもって充てる。 

 （財務に関する事項） 

第 14 条 協議会の予算の編成、現金の出納その他協議会の財務に関し必要な事項は、

会長が別に定める。 

 （報酬及び費用弁償） 

第 15 条 委員は、報酬及びその職務を行うために要する費用弁償を受けることができ

る。 

２ 前項の報酬及び費用弁償の額、支給方法等は、会長が別に定める。 

 （解散の場合の措置） 

第 16 条 協議会が解散するときは、協議会の収支は、当該解散の日をもって終了し、

会長であった者がこれを決算するものとする。 

 （事務局） 

第 17条 協議会の事務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、北広島市企画財政部政策調整課に置く。 

３ 事務局に事務局長及び事務局員を置き、会長が指名する者をもって充てる。 

４ 前３項に定めるもののほか、事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 （委任） 

第 18 条 この規約に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、平成 22年３月 18日から施行する。 

 （委員の任期の特例） 

２ この規約の施行後最初の委員（第５条ただし書に規定する委員を除く。）の任期は、

同条本文の規定にかかわらず、平成 24年３月 31日までとする。 
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北広島市地域公共交通活性化協議会委員名簿 

 

区 分 所 属 ・ 役 職 氏 名 備 考 

関係機関及 

び団体に属 

する者 

北広島市副市長 石井潤一郎  

北広島市市民部長 安富 正史  

北広島市建設部長 加戸 博史  

ジェイ・アール北海道バス株式会社取締役営業部長 古川 明男  

北海道中央バス株式会社大曲営業所所長 川口  淳  

広島交通株式会社代表取締役 森本 吉則  

北海道開発局札幌開発建設部札幌道路事務所第１維持課長 本間 定男  

北海道開発局札幌開発建設部千歳道路事務所維持課長 沼館  聡  

北海道札幌土木現業所千歳出張所所長 大坪  寛  

北海道運輸局札幌運輸支局首席運輸企画専門官 小林  篤  

北海道石狩支庁地域振興部地域政策課長 川島 尚樹  

札幌方面厚別警察署北広島交番所長 大久保 悟  

北広島商工会副会長 冨田 辰夫  

社会福祉法人北広島市社会福祉協議会会長 川島 光行  

北広島市小中学校校長会（西の里小学校校長） 阿部  徹  

北広島市ＰＴＡ連合会理事 古木 敏和  

北広島市自治連合会会長（西の里連合町内会会長） 大川 壽雄  

大曲地区連合町内会会長（市自治連合会副会長） 麻生 昌裕  

西地区連合町内会会長（市自治連合会理事） 菊池 重敏  

北広島団地自治連絡協議会（北広島団地第３住区自治連合会会長） 依田  弘  

地域公共交 

通の利用者 

公募委員 宇田川留美子  

公募委員 小越 理子  

公募委員 土屋 正紀  

公募委員 成田 俊樹  

公募委員 林   茂  

学識経験者 札幌大学大学院経営学研究科・経営学部経営学科教授 千葉 博正  
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議案第２号 

役員の選出 

 

 

役員の選出について 

 

 

 会長については、北広島市地域公共交通活性化協議会規約第７条第１項により、委員

の互選により定めることとなっていることから、議案として提出します。 

１ 会長 

 

 

副会長及び監査委員については、北広島市地域公共交通活性化協議会規約第８条第１

項及び第９条第１項により、会長が指名することとなっていることから、ここで指名し

ます。 

１ 副会長 

２ 監査委員 
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議案第３号 
北広島市地域公共交通活性化協議会会議運営規程 
 
 （趣旨） 
第１条 この規程は、北広島市地域公共交通活性化協議会規約（以下「規約」という。）

第 11 条第５項の規定に基づき、北広島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」

という。）の会議（以下「会議」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 
 （基本方針） 
第２条 委員は、会議の運営に際しては、公平で公正な協議の推進に努めるものとする。 
２ 規約第 11 条第４項ただし書の規定により会議の一部又はその全部を非公開とする

ときは、委員の過半数の同意を得なければならない。 
 （議長等の責務） 
第３条 議長は、迅速かつ能率的に会議の運営に努めなければならない。 
２ 委員は、会議に積極的に参画し、円滑な議事運営に協力しなければならない。 
 （代理出席） 
第４条 規約第４条に定める委員が、やむを得ない理由により協議会の会議に出席する

ことができないときは、当該委員が属する機関及び団体から代理者を出席させること

ができる。 
 （会議の開催等） 
第５条 会議の開会及び閉会は、議長が宣言する。 
２ 委員は、議長の許可を得た後、発言するものとする。 
 （会議録の調整） 
第６条 議長は、次に掲げる事項を記載した会議録を作成するものとする。 

⑴ 開催の日時及び場所 
⑵ 出席した委員の氏名 
⑶ 議題及び議事の要旨 
⑷ 前３号に掲げるもののほか、議長が必要と認めた事項 

２ 会議録は、議長が確認した日をもって確定するものとする。 
 （会議録等の公開） 
第７条 会議録及び会議資料は、原則として公開とする。ただし、規約第 11 条第４項

ただし書の規定により非公開とされた部分については、非公開とすることができる。 
２ 会議録及び会議資料の公開に関し必要な事項は、会長が会議に諮り別に定める。 
 （傍聴） 
第８条 何人も、規約第 11 条第４項ただし書の規定により会議が非公開とされたとき

を除き、会議を傍聴することができる。 
２ 会議の傍聴に関し必要な事項は、会長が会議に諮り別に定める。 
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 （規律） 
第９条 何人も、会議中は、みだりに発言し、騒ぎ、その議事を妨げる行為をしてはな

らない。 
２ 会議場において、資料、新聞紙、文書等を配布するときは、議長の許可を得なけれ

ばならない。 
 （補足） 
第 10 条 この規程に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。 
   附 則 
 この規程は、平成 22 年３月 18 日から施行する。 
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議案第４号 

北広島市地域公共交通活性化協議会会議傍聴規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、北広島市地域公共交通活性化協議会会議運営規程（以下「運営規

程」という。）第８条第２項の規定に基づき、北広島市地域公共交通活性化協議会（以

下「協議会」という。）の会議（以下「会議」という。）の傍聴に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 （傍聴人の定員等） 

第２条 会議の傍聴人は、一般傍聴人及び報道関係者とする。 

２ 議長は、会議を開催する会議場の都合により傍聴人の定員を定めることができる。 

 （傍聴の手続） 

第３条 一般傍聴人は、一般傍聴人受付簿（様式第１号）に住所及び氏名を記入しなけ

ればならない。 

２ 報道関係者は、報道関係者受付簿（様式第２号）に報道機関の住所、名称及び傍聴

しようとする者の氏名を記入しなければならない。 

３ 傍聴希望者が前条第２項の規定により一般傍聴人の数を制限したときは、先着順で

一般傍聴人を決定する。 

 （傍聴席に入ることができない者） 

第４条 次の各号のいずれかに該当するものは、傍聴席に入ることができない。 

⑴ 銃器その他の危険な物を携帯している者 

⑵ 酒気を帯びている者 

⑶ 張り紙、ビラ、掲示板、プラカード、旗、のぼり等を携帯している者 

⑷ 笛、ラッパ、太鼓その他の楽器の類を携帯している者 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、会議を妨害し、又は人に迷惑を及ぼすおそれがある

者 

 （傍聴人の守るべき事項） 

第５条 傍聴人は、傍聴席においては、次の事項を守らなければならない。 

⑴ 会議における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しないこ

と。 

⑵ 談論、放歌、高笑その他会議の妨害となる行為をしないこと。 

⑶ はち巻、腕章の類を着用する等示威的行為をしないこと。 

⑷ 飲食又は喫煙をしないこと。 

⑸ みだりに席を離れないこと。 

⑹ 不体裁な行為又は他人に迷惑となる行為をしないこと。 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、会場の秩序を乱し、又は会議の妨害となるような行

為をしないこと。 
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 （撮影及び録音等） 

第６条 傍聴人は、傍聴席において写真、映像等を撮影し、又は録音等をしようとする

ときは、あらかじめ議長の承認を受けなければならない。 

 （職員の指示） 

第７条 傍聴人は、事務局の職員の指示に従わなければならない。 

 （傍聴人の退場） 

第８条 傍聴人は、規約第 11 条第４項ただし書の規定により会議を公開しない決定が

あったときは、速やかに退場しなければならない。 

 （違反に対する措置） 

第９条 傍聴者がこの規程に違反するときは、議長はこれを制止し、その指示に従わな

いときは、これを退場させることができる。 

 （委任） 

第 10 条 この規程に定めるもののほか、会議の傍聴に関し必要な事項は、会長が協議

会に諮って定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 22年３月 18日から施行する。 
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様式第１号（第３条関係） 
 

平成  年  月  日 
 

第  回 北広島市地域公共交通活性化協議会 

 

一 般 傍 聴 人 受 付 簿 
№ 住   所 氏 名 備 考 

1 
   

2 
   

3 
   

4 
   

5 
   

6 
   

7 
   

8 
   

9 
   

10 
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様式第２号（第３条関係） 
 

平成  年  月  日 
 

第  回 北広島市地域公共交通活性化協議会 

 

報 道 関 係 者 受 付 簿 

№ 
報 道 機 関 

傍聴しようとする

者 備 考 

住   所 名 称 氏 名 

1 
    

2 
    

3 
    

4 
    

5 
    

6 
    

7 
    

8 
    

9 
    

10 
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議案第５号 

北広島市地域公共交通活性化協議会会議録等の公開に関する規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、北広島市地域公共交通活性化協議会会議運営規程第７条第２項の

規定に基づき、北広島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）の会

議の会議録及び会議資料（以下「会議録等」という。）の公開に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （公開の請求） 

第２条 何人も、会議録等の公開を請求することができる。 

２ 公開の請求は、会議録等公開申出書（様式第１号）により行うものとする。 

 （公開に供する会議録等） 

第３条 公開に供する会議録等は、当該会議録等の写しとする。ただし、会議資料につ

いては、この限りでない。 

 （公開の場所及び時間） 

第４条 公開に供する場所は、協議会の事務局とし、その時間は、当該事務局の執務時

間内とする。 

 （会議録等の複写等） 

第５条 会議録等の公開を受けようとする者で、その写しの交付を希望するときは、そ

の写しの作成に要する費用を負担するものとする。 

２ 前項の規定により負担させる費用の額については、北広島市の例による。 

 （委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、会議録等の公開に関し必要な事項は、会長が協

議会に諮って定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 22年３月 18日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

 

会 議 録 等 公 開 申 出 書 

 

平成  年  月  日 

 

北広島市地域公共交通活性化協議会会長 様 

 

申出者  住所 

 

                   氏名 

 

 北広島市地域公共交通活性化協議会会議録等の公開を請求したいので、下記のとおり

申し出ます。 

 

 

記 

 

１．公開希望日時   平成  年  月  日 （  ） 

            午前・午後  時  分～  時  分 

 

２．公開希望文書   ⑴ 会議の名称 

           ⑵ 文書の種類 

             □ 会議録 

             □ 会議資料 

 

３．公開請求の目的  □ 協議会の協議状況を把握するため 

□ 協議会の協議状況を広報するため 

           □ その他 （              ） 

 

 

（該当する箇所をチェックしてください。） 



[テキストを入力してください] 
議案第６号 
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北広島市地域公共交通活性化協議会財務規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、北広島市地域公共交通活性化協議会規約（以下「規約」という。）

第 14 条の規定に基づき、北広島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」とい

う。）の財務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （予算） 

第２条 協議会の予算は、北広島市からの負担金、関係団体からの負担金、国からの補

助金、繰越金及びその他の収入をもって歳入とし、協議会の運営及び事業に係る経費

をもって歳出とする。 

２ 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31日に終了する。 

３ 協議会の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度、予算を調整し、年度開始

前に協議会に諮り、承認を得なければならない。 

４ 会長は、前項の規定により、予算が協議会の承認を得たときは、当該予算書の写し

を速やかに北広島市長に送付しなければならない。 

 （予算の補正） 

第３条 会長は、会計年度の途中において、既定予算に補正の必要が生じたときは、こ

れを調整して協議会に諮り、承認を得なければならない。 

２ 前条第４項の規定は、前項の補正予算に準用する。 

 （予算の款、項及び目の区分） 

第４条 歳入予算の款、項及び目の区分は、別表第１のとおりとする。 

２ 歳出予算の款、項及び目の区分は、別表第２のとおりとする。 

３ 会長は、当該年度において臨時かつ特別な理由があるときは、別表第１及び別表第

２に定めるもの以外の項及び目を定めることができる。 

 （予算の流用及び予備費の充当） 

第５条 歳出予算の流用及び予備費の充当は、北広島市の例によるものとする。 

２ 会長は、前項の規定により歳出予算の流用又は予備費の充当をしたときは、直近に

開催される協議会の会議に報告しなければならない。 

 （出納及び現金等の保管） 

第６条 協議会の出納は、会長が行う。 

２ 協議会に属する現金等は、会長が定める銀行その他の金融機関に、これを預け入れ

なければならない。 

 （協議会出納員） 

第７条 会長は、協議会の事務局の職員のうちから協議会の出納員（以下「出納員」と

いう。）を命ずることができる。 

２ 出納員は、会長の命を受けて、協議会の出納その他会計事務をつかさどる。 

 （収入及び支出の手続） 



[テキストを入力してください] 
議案第６号 
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第８条 協議会の予算に係る収入及び支出の手続きは、北広島市の例により行うものと

する。 

２ 出納員は、予算整理簿その他必要な簿冊を備え、出納の管理を行うものとする。 

 （決算等） 

第９条 会長は、毎会計年度終了後、遅滞なく、協議会の決算を調整し、監査委員の意

見書を付して、協議会の承認を得なければならない。 

２ 会長は、前項の規定により協議会の承認を得たときは、当該決算書の写しを速やか

に北広島市長に送付しなければならない。 

 （委任） 

第 10 条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 

   附 則 

１ この規程は、平成 22年３月 18日から施行する。 

２ 協議会が設置された日の属する年度の予算については、第２条第２項中「４月１日」

とあるのは「協議会が設置された日」と、同条第３項中「年度開始前に協議会に諮り」

とあるのは「協議会の第１回会議に諮り」と読み替えるものとする。 

 

別表第１（第４条第１項） 

款 項 目 

１ 負担金 １ 負担金 １ 負担金 

２ 補助金 １ 補助金 １ 補助金 

３ 繰越金 １ 繰越金 １ 繰越金 

４ 諸収入 １ 諸収入 １ 雑入 

別表第２（第４条第２項） 

款 項 目 

１ 運営費 １ 会議費 １ 会議費 

２ 事務費 ２ 事務費 

２ 事業費 １ 事業費 １ 事業費 

３ 予備費 １ 予備費 １ 予備費 
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議案第７号 

北広島市地域公共交通活性化協議会委員等の報酬及び費用弁償に関する規程 

 

（趣旨） 

第１条 北広島市地域公共交通活性化協議会規約第 15 条第２項の規定に基づき、北広

島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）の委員（以下「委員」と

いう。）の報酬及び費用弁償に関し必要な事項を定めるものとする。 

（報酬の額） 

第２条 委員の報酬の額は、日額 5,000円とする。 

（費用弁償の額） 

第３条 委員が、公務のために旅行したときは、その旅行について費用弁償として旅費

を支給する。 

２ 旅費の額及びその支給方法は、北広島市の一般職の職員の例による。 

（報酬及び費用弁償の不支給） 

第４条 前２条の規定にかかわらず、国、公安委員会、地方公共団体及び公共交通事業

者に属する委員に対しては、報酬及び費用弁償を支給しない。 

（補足） 

第５条 この規程に定めるもののほか、委員の報酬及び費用弁償に関し必要な事項は、

会長が別に定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 22年３月 18日から施行する。 



20 
 

議案第８号 

北広島市地域公共交通活性化協議会事務局規程 

 

 （趣旨） 

第 1条 この規程は、北広島市地域公共交通活性化協議会規約第 17条の規定に基づき、

北広島市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）の事務局に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 （所掌事務） 

第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。 

⑴ 協議会の会議に関すること。 

⑵ 協議会の資料作成に関すること。 

⑶ 協議会の庶務に関すること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、協議会の運営に必要な事項 

 （職員等） 

第３条 事務局に、事務局長その他の職員を置く。 

２ 事務局長は、北広島市企画財政部長をもって充てる。 

３ 事務局員は、北広島市企画財政部政策調整課の職員をもって充てる。 

 （専決事項） 

第４条 事務局長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただし、異例又は重要

と認められる事項については、この限りでない。 

⑴ 事務局の運営に関すること。 

⑵ 物品の購入その他協議会の運営に必要な契約の締結に関すること。 

⑶ 物品及び現金の出納に関すること。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること。 

 （文書の取扱い） 

第５条 事務局における文書の収受、配布、処理編集、保存その他文書に関し必要な事

項は、北広島市において定められている文書の取扱いの例による。 

 （公印の取扱い） 

第６条 協議会の公印及び管理者は、別表のとおりとする。 

２ 協議会の公印は、事務局長が保管する。 

 （委任） 

第７条 この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。 

   附 則 

 この規程は、平成 22年３月 18日から施行する。 
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別表 （第６条関係） 

名称 形状 書体 寸法 用途 個数 管理者 

 

北広島市 

地域公共 

交通活性 

化協議会 

会長の印 

 

 

てん書 

 

24×24 

 

会長名をも 

って発する 

文書 

 

１ 

 

事務局長 

 

北
広
島
市
地 

域
公
共
交
通 

活
性
化
協
議 

会
会
長
の
印 
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議案第９号 

                          年  月  日 

 

国土交通省北海道運輸局長 殿 

 

                申請者名 北広島市地域公共交通活性化協議会 

                代表者名 会長 

 

 

平成２２年度 地域公共交通総合連携計画策定調査実施計画 

認定申請書 

 

 

 地域公共交通総合連携計画策定調査実施計画の認定を下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 

申請者 申請者名：北広島市地域公共交通活性化協議会 

 

代表者名：会長 

 

構成員：別紙のとおり 

 

 

 

連絡先（事務局等） 所在地（都道府県名も記載）： 

〒０６１－１１９２ 

 北海道北広島市中央４丁目２－１ 

 北広島市企画財政部政策調整課 

担当者名：主査 棚田 吉浩 

 

ＴＥＬ：０１１－３７２－３３１１内線６８５ 

 

ＦＡＸ：０１１－３７２－３８５０ 

 

E-mail：y.tanada@city.kitahiroshima.lg.jp 
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１．当該地域の公共交通の概況・問題点 

 北広島市は、道都札幌市と新千歳空港の中間に広がるなだらかな丘陵にあり、豊

かな緑の環境、ゆとりの土地空間、整備された交通網など、自然と都市機能をあわ

せ持つまちで、総面積は 118.54㎢、人口は約６万１千人である。 

交通環境は、道央自動車道と主要幹線である国道 36号・274号、道道栗山北広島

線・江別恵庭線が市内を通過しており、道路環境には恵まれている。 

鉄道は、ＪＲ千歳線の北広島駅が１カ所であるが、札幌市域にある上野幌駅は西

の里地区に隣接しているため、同地区の市民が通勤、通学などで利用している。北

広島駅に停車する列車は、平日で上り快速 56 便・普通 59便、下り快速 58便・普通

59便となっており、１日平均乗車人員は約 8,240人（平成 19年）である。 

路線バスは、市内幹線道路を中心に北海道中央バスとＪＲ北海道バスが運行して

いる。路線は、ＪＲ北広島駅を中心としたバス路線であり、札幌市の福住や大谷地

等を始終発とする市外路線もある。 

北海道中央バスは７路線である。 

北広島団地線山手町４丁目（中央通経由）３系統８本、31本、51本。北広島団地

線山手町４丁目（緑陽通経由）３系統６本、29本、51本。北広島団地線（北広島駅

～共栄系統）２系統 12 本、23 本。北広島団地線（北広島駅～東部中系統）64 本。

広島線札幌ターミナル～東部中（道都大学経由）３系統 12 本、18 本、３本。広島

線札幌ターミナル～東部中（輪厚経由）５系統５本、２本、２本、12本、３本。千

歳線１系統 42本。 

ＪＲ北海道バスは３路線である。 

 大谷地ターミナル・新札幌駅～南幌・長沼方面 73 本。北広島駅～江別 14 本。北

広島駅～南の里４本。 

 

 北広島市は、地理的な条件や幹線道路・鉄道沿いに開発が進められてきたことか

ら市街地が西の里地区、東部地区、北広島団地地区、大曲地区、西部地区の５地区

に分散し、公共交通網は北広島駅を経由する運行体系となっていることから駅に近

い地域と遠い地域の格差が大きく、北広島駅から遠い地域などに路線バスのない交

通空白地域が散在している状況にある。また、地区間を結ぶバス便がない地区やバ

ス便があっても便数が少ない状況にある。 

当市は、大規模住宅団地の開発等を契機として発展を続けてきたが、大規模な団

地開発などにより人口が急激に増加した他の都市と同様に、大規模住宅団地の一つ

である北広島団地は開発から 40年近くが経過し、高齢化率が市内のそのほかの地区

に比べて高く、市全体としても高齢化が急速に進むものと推計されており、それを

支える現役世代の減少など、課題も想定されている。 

 高齢化率は市全体で 21.1％（平成 21年 11 月）であり、北広島団地地区の青葉町

では 45.9％、北広島団地地区平均では 32％を超える状況である。10 年後の平成 32

年の市全体の高齢化率は、29.5％と推計されており、高齢者の移動の足の確保が課

題となっている。 
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２．地域公共交通総合連携計画策定調査の必要性 

市民の外出の移動手段として、自動車の利用状況が高い状況の中で、今後、急

速に進む高齢化により、将来の自動車運転の不安から移動に当たっては公共交通

の利用へ転換しようと考えている高齢者の意向があり、公共交通の果たす役割が

ますます大きくなってきている。現在、北広島団地の活性化策を行うなど、高齢

化対策は当市の重要な課題となっている。 

公共交通の利用へ転換しようと考えている高齢者の意向は、平成 19年度に実施

した「北広島市民の移動に関する意識調査」や毎年実施している市政懇談会、自

治会・町内会からの要望によるものである。 

 

市街地が５地区に分散されている状況から、交通空白地域の解消と地区を結ぶ

交通体系が望まれている。また、西の里、大曲、西部地区は、通勤・通学など、

札幌市とのつながりが強いことから、バス便数の増便などが望まれている。 

 ここ数年、路線バス便数の減少（ピーク時に比べ 20％の減）が相次ぎ、一部の

路線は平成 22 年 10 月１日から廃止されることとなっているため、さらに交通空

白地域が拡大する状況である。 

バス便数の増便要望は、平成 19年度に実施した「北広島市民の移動に関する意

識調査」や毎年実施している市政懇談会、自治会・町内会からのものである。 

 

このような課題を整理するため、公共交通事業者や道路管理者、利用する市民

などが一体となって、北広島市に望まれる交通システムを地域公共交通総合連携

計画として作成し、実証運行を実施して本格運行を目指すものである。 
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３．調査の内容 

調査の名称 調査の内容 

 

現況交通実態調査 

 

既存資料や各種データを収集、分析するとともに、アンケ

ート調査やヒアリング調査等を行い、潜在的な交通需要を

把握する。 

①連携計画策定の基礎データとするため、路線バス利用者

の具体的な利用目的や行き先等を調査する。 

（路線バス利用実態調査） 

②路線バスのない交通空白地域の具体的な不便さを明ら

かにするとともに、改善希望等を調査する。 

（交通空白地域実態調査） 

③公共交通モード間または同一モード内での連携策等を

調査する。 

（公共交通ネットワーク調査） 

④地域連携策を検討するため、地域連携の提携先である企

業等の意向等を調査する。 

（地元に立地する企業者等の意識調査） 

 

 

利用者ニーズ把握調査 

 

地域住民へのアンケート調査により、市民の意向を把握

し、バス事業との連携策を調査する。 

・移動の際の利用交通手段や目的、目的地、利用の時間帯

等の調査 

・高齢化対策を含む公共交通利用における利便性向上のた

めの調査 

・地域間や札幌市を結ぶ公共交通対策等の調査 

 

 

試験運行による調査 

 

市内５地区からモデル地区を選定して、コミュニティバス

の試験運行を実施し、利用者の属性や利用目的、ニーズ等

を把握するために調査する。 

 

 

地域公共交通総合連携 

計画素案作成 

 

バス事業者と住民、地元企業等の地域連携ができるバス事

業を目指す計画素案を作成する。 

①市内公共交通体系の再編 

②コミュニティバスや乗合タクシー等の導入 
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４．スケジュール 

   以下項目別に概ねの着手・実施期間を矢印（←→）、または横棒線（―――）で記載。 

調査の名称 4 月           9 月           12 月           3 月 

 

現況交通実態調査 

 
 

 

利用者ニーズ把握調査 

 

 

試験運行による調査 

 

 

地域公共交通総合連携 

計画素案作成 

 

 

法定協議会の開催 

 
●（６月） ●（９月）  ●（11 月）   ●（２月） 

 
 

５．予算計画 

調査の名称 総事業費 

（見込み） 

国費 

（見込み） 

地域の負担 

（見込み） 

 

現況交通実態調査 

 

 

 １，２７６ 

千円 

 

  １，２７６ 

千円 

 

      ０ 

千円 

 

利用者ニーズ把握調査 

 

 

 １，９３３ 

千円 

 

  １，９３３ 

千円 

 

      ０ 

千円 

 

試験運行による調査 

 

   ５８０ 

千円 

 

    ５８０ 

千円 

 

      ０ 

千円 

 

地域公共交通総合連携 

計画素案作成 

 

 ２，３１１ 

千円 

 

  ２，３１１ 

千円 

 

      ０ 

千円 

 

事務費 

 

 

１，２３３ 

千円 

 

  １，２３３ 

千円 

 

      ０ 

千円 

小計 ７，３３３千円 ７，３３３千円 ０千円 
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議案第 10号 

総合連携計画策定に係る業務委託 
 
１ 業務の概要 

 ⑴業 務 名：北広島市地域公共交通総合連携計画策定業務委託 
 ⑵業務内容：地域公共交通に関する調査及び議事録作成等の協議会事務補助、総合連

携計画の策定など 
  北広島市の公共交通に関する課題の解決や利便性の向上を図るため、路線バス網や

交通空白地域を把握し、利用実態や市民の意向に沿う公共交通ネットワーク方策及び

協議会運営支援、総合連携計画策定に関する業務を行う 
 ⑶履行期間：契約日から平成 23 年３月 31 日まで 
 
２ 受託者の選定方法 

  企画提案による企画競争（公募型プロポーザル方式）とする。 
【理由】計画の策定については、専門知識や技術、ノウハウなどが必要であり、協

議会の議論を計画に反映させる能力が求められることから、受託者の選定は、金額

の多寡のみによる通常の競争入札ではなく、企画提案による企画競争とする。 
 
３ 応募者の参加資格要件 

  団体又はその代表者が次のいずれにも該当しないこと。 
 ①地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当するもの 
 ②北広島市競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成 17 年３月２日市長決裁）第

２条第１項の規定による指名停止の措置を受けているもの 
 ③宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的と

するもの 
 ④政治上の主義を推進し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするもの 
 ⑤特定の公職（公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）第３条に規定する公職をいう。

以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とするもの 
 ⑥集団的に又は常習的に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの 
 
４ 企画提案書の審査 

 ⑴選定委員会を設置し、選定基準に基づき厳正、公平な審査を行う。選定委員は協議

会委員から会長が指名する。 
⑵業務内容の理解度、提案内容の具体性、業務実施の確実性、安定性等の選定基準そ

の他選定に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 



29 
 

５ 審査結果の報告と承認 

  選定委員会は、審査結果を会長に報告する。会長は、協議会の承認を得て、契約を

行う。 
 
６ スケジュール 

  企画提案に係るスケジュール 

① 実施要綱の制定            平成 22 年４月 

  ↓ 

 ② 募集の公示、募集要項の配布      平成 22 年５月中旬 

  ↓  ホームページ等の掲載 

 ③ 質問等の受付終了           平成 22 年５月下旬 

  ↓ 

 ④ 企画提案書の受付終了         平成 22 年６月上旬 

  ↓ 

 ⑤ 企画提案書の審査、受託者の選考    平成 22 年６月上旬 

  ↓ 

 ⑥ 協議会の承認             平成 22 年６月中旬 

  ↓ 

 ⑦ 契約、結果の公表           平成 22 年６月中旬 
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